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事 業 活 動 収 支 計 算 書
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財 産 目 録

(令和5年3月31日現在）

学校法人 東京日新学園
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2022年度 事業報告書

自 2022年4月1日 至 2023年3月31日

学校法人 東京日新学園



I 法人の概要

1 沿革

学校法人東京日新学園は、平成10年10月1日に設立され、昭和54年から実務教育の

実績を持つ東京商科学院専門学校、昭和60年から法律の専門課程で実績を持つ東京法科

学院専門学校、平成2年から実務教育の実績を持つ東京商科学院新宿専門学校の3校を

引き継ぎ、その設置者となる。

現在、学校統合を経て東京商科・法科学院専門学校を運営し、業界の各分野において

必要とされるビジネス全般、公務員、法律実務に関する専門的な知識と技術などの、基

本的行動を習得させることを通して、実社会における真に有益なる人材の養成を目標と

している。

2 教育方針

一、実学教育

一、自主自立

一、和衷共同

一、知育体育

3 設置する学校、課程、学科

① 学 校 東京商科・法科学院専門学校

② 所在地 東京都千代田区神田神保町二丁目10番地33

（令和4年8月に仮校舎：東京都千代田区西神田2丁目5番地4号より移転）

③ 学校長 井上 彰

④ 課程、学科

【昼間部】 商業専門課程 経営・事務ビジネス学科

法律専門課程 公務員・法律学科

商業専門課程 国際経営ビジネス学科

【夜間部】 商業専門課程 経営・ショップビジネス学科Ⅱ部

商業専門課程 事務・情報ビジネス学科Ⅱ部

商業専門課程 観光・ホテルビジネス学科Ⅱ部
法律専門課程 公務員学科Ⅱ部

4 学生数、教職員数、役員数（令和4年5月1日）

① 学 生 数 141名

② 教職員数 23名（非常勤講師を除く）

③ 役 員 数 7名



役員の概要
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Ⅱ 事業の概要

校地校舎の移転

本校の学生数に応じた適正規模の校舎で新しい学びを見据えた教育を行なうため、

校舎の移転を行った。

令和4年度は前年度から続いた移転作業の経過のため仮校舎で新年度を迎えたが、

8月までに新たな学びに対応する設備等を備えるため新規に取得した校舎に改修工

事を行ない環境を整えた。令和4年8月に移転を完了し9月より運用を開始した。

なお、この校地校舎の移転については、前年度より既に在校生及びその保護者に

は事前にその趣旨、校舎の位置、移転スケジュール等を通知し、異議なくご了解を

いただいた。また、令和4年4月入学が想定される学生等に対する告知も行なって

おり、通学に関しても混乱を生じることはなかった。

1

2 指導指針

「大きな壁を超えるチカラを身につける」ことを人材育成の基本とし、学生一人ひ

とりと向き合う教育を行なっている。

目標達成のために、授業ごとのミニテストの実施や、少人数制の授業を活かして、

「わからないことがあったらその日のうちに解決」するよう日々取り組んでいる。

就職指導にあたっては以下の4つのステッップでサポートし、「自分に合う会社に

就職」し、そして「勤続」できることを目標とする。

① 基礎教育 働くこと、社会人になるということの理解

② 理解教育 自分自身を知り、企業を知り、業界を知りることで職業選択の1幅
を広げる

③ 就活指導 担任、キャリアサポート室教員との連携した指導により、具体的

な就職活動を進める。校内での会社説明会も実施している。

④ 実務教育 マナー指導や実務に応じた資格試験合格により、社会人としての

スタートができるように準備する。

3 学科の概要

（1）経営・事務ビジネス学科

①経営・ショップビジネスコース

主要な資格としてリテールマーケティング（販売士）検定、色彩検定、商業ラッ

ピング検定、日商簿記検定、MO S (Word、Excel)の合格を目標として、就職

に直結する実学を中心に学習した。

主な就職先としては、小売業、人材派遣業、飲食業、物流などの業界が多かった。

②事務・経理ビジネスコース

主要な資格として日商簿記検定、秘書検定、ITパスポート検定、MO S (Word、

Excel)の合格を目標として、就職に直結する実学を中心に学習した。

主な就職先としては、金融業、小売業、製造業、サービス業などの業界が多かっ

た。



（2）公務員・法律学科

①公務員コース、警察官・消防官コース

公務員採用試験・警察官採用試験・消防官採用試験の合格に向けた試験対策を中

心にしながら、人と社会に貢献することができる人材となる資質の養成について

も学習した。

主な就職先としては、公務員、警察官、消防官、警備業界などであった。

②行政書士・宅建士コース

法律について基礎から学び、ビジネス実務法務検定、宅建士試験、行政書士試験

とより難易度の高い検定・資格試験対策の授業を中心に学習した。

主な就職先としては、不動産業、行政書士事務所、ビル管理業などが多かった。

（3）国際経営ビジネス学科

①国際経営コース

総合的な日本語能力の向上に向けての学習に併せて、リテールマーケティング

（販売士）、簿記、貿易実務などの将来の職業に関わる知識について学習した。

主な就職先としては、小売業、飲食業、物流、サービス業などの業界が多かった。

②キャリアデザインコース

総合的な日本語能力の向上に向けての学習に併せて、大学・大学院等への進学を

見据えた専門性の高い学習のための基礎を身に付ける学習を1年間集中して行な

った。

主な進路としては、大学、大学院が多かったが、就職する学生もいた。

（4）経営・ショップビジネス学科Ⅱ部（夜間部）

サービスマインドとコミュニケーション能力を、昼間のインターンシップと夜間

の授業とで効率的に学習した。

主な就職先としては、流通、アパレル、不動産業などの業界が多かった。

（5）事務・情報ビジネス学科Ⅱ部（夜間部）

昼間のインターンシップでは、実務とコミュニケーション能力を実践的に学習し、

夜間には即戦力となる簿記・会計の知識とコンピュータスキルを学習した。

主な就職先としては、金融業、リース業、建築業などの業界のほか、IT業界が

多かった。

（6）観光・ホテルビジネス学科Ⅱ部（夜間部）

おもてなしの心や実践的技術を中心に、昼間のインターンシップと夜間の授業で

効率的に学習した。

主な就職先としては、ホテル業界、飲食業界、鉄道業界などの業界が多かった。

（7）公務員学科Ⅱ部（夜間部）

昼間のインターンシップではサービスについて、夜間の授業では公務員・警察

官・消防官等の採用試験対策と人と社会に貢献することができる人材となる資質

の養成について学習した。

主な就職先としては、公務員・警察官・消防官であったが、公益法人や一般企業

への就職もあった。



監 査 報 告 書

令和亨年亨月'7日
学校法人 東京日新学園

理事会 御中

評議員会 御中
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私たちは、私立学校法第37条第3項に基づく監査報告を行うため、学校

法人 東京日新学園の令和4年度（令和4年4月1日から令和5年3月31

日まで）の、学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の業務執行の状況

について監査を行った結果､学校法人の業務若しくは財産の状況又は理事の

業務執行の状況に関し､不正の行為又は法令若しくは寄附行為に違反する重

大な事実のないことを認めます。
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